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■競争原理の導入

電電公社の民営化

電気通信事業法制定

競争の創造競争の創造

テレフォニーの時代 インターネット・ＩＰの時代

競争の促進競争の促進

■改正電気通信事業法の施行

参入規制の大幅緩和

料金・約款規制の原則廃止

利用者保護ルールの整備

競争の評価競争の評価

１９８５年に電気通信事業分野に市場原理を導入して以来、通信政策の最大の課
題は料金の値下げとサービスの高度化・多様化。２０年を経て料金の値下げ等に成
果を上げ。国際的にも先進。競争政策を評価し、再構築する時期。

これまでの競争政策の展開

■ネットワークのオープン化

ＮＴＴ東西等の指定設備に対す
る接続規制の導入

長期増分費用方式の導入

■利用者保護の充実

改正電気通信事業法による利用
者保護ルールの整備

プロバイダ責任制限法制定

スパム対策法制定

■ドミナント事業者規制

ドミナント事業者による反競争
的行為の類型化と禁止

■参入制限の緩和

需給調整条項の撤廃

外資規制の原則撤廃

■紛争処理制度の充実

電気通信事業紛争処理委員会
の設立

■競争評価の実施

市場構造が複雑化する中で、市場
における競争状況を分析・評価し、
正確に把握

分析・評価の結果を政策に反映 1
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光ファイバ (FTTH)
（一般ユーザ向け）

○加入者数 ： 1,505,810
○事業者数 ： 12社
（2004年7月末現在）

光ファイバ光ファイバ (FTTH)(FTTH)
（一般ユーザ向け）

○加入者数 ： 1,505,810
○事業者数 ： 12社
（2004年7月末現在）

無線
○加入者数 ： 約28,000
○事業者数 ： 23社
（2004年7月末現在）

無線無線
○加入者数 ： 約28,000
○事業者数 ： 23社
（2004年7月末現在）

1,505,810

28,000

ＤＳＬ
○加入者数 ：
12,325,694
（2004年7月末現在）

○事業者数 ： 44社
（2004年7月末現在）

ＤＳＬＤＳＬ
○加入者数 ：
12,325,694
（2004年7月末現在）

○事業者数 ： 44社
（2004年7月末現在）

12,325,694

274.1万
ケーブルインターネット
○加入者数 ： 約274.1万
○事業者数 ： 347社
（2004年7月末現在）

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○加入者数 ： 約274.1万
○事業者数 ： 347社
（2004年7月末現在）

ＡＤＳＬは、なお安定的に成長。ＦＴＴＨも、絶対数こそＡＤＳＬの約１／１０
だが、加速中。

ブロードバンドサービス加入者数の推移
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通信速度当たりのブロードバンド料金

データ伝送量100kbps当たりの費用（単位米ドル）

出典：“ITU Internet Reports 2003: Birth of Broadband” (2003年9月)

6.56

5.89

5.81

4.42

3.98

3.53

3.36

3.25

2.71

2.56

2.21

1.27

1.15

0.25

0.09

0 1 2 3 4 5 6 7

ノルウェー

オーストリア

デンマーク

ドイツ

イスラエル

米国

オランダ

カナダ

ニュージーランド

マカオ(中国)

シンガポール

香港(中国)

ベルギー

韓国

日本

3



競争評価作業の流れ

ＩＰ化・ブロードバンド化によって変化を続ける市場の競争状況を正確、迅速に
把握し、政策に反映するため、平成１５年度より実施。

政
策
に
反
映

情
報
の
収
集
・
公
表

市
場
の
画
定

競
争
状
況
の
分
析

見直し

競争評価の全体像
を提案

情報収集や分析手法等を
公表

【評価対象領域】
①固定電話
②移動体通信
③インターネット接続
④企業内ネットワーク
（専用線／データ通信）

実
施
細
目

基
本
方
針

※基本方針（案）・実施細目（案）・ 評価結果（案）

について、意見公募等を実施。公開会合も開催。

評
価
結
果
の
公
表

反映
4
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Ｈ１４．３末 Ｈ１４．６末 Ｈ１４．９末 Ｈ１４．１２末 Ｈ１５．３末 Ｈ１５．６末 Ｈ１５．９末

ＮＴＴ東西 ＮＴＴ東西以外の２社 上位３社

上位３社（ＮＴＴ東西、ソフトバンクＢＢ、イー・アクセス）シェア合計は、上
昇が続き、８５％を超えているが、ＮＴＴ東西のシェアは４割に満たない。

ＡＤＳＬ契約回線数の上位３社シェア合計の推移

（※）平成１５年度の「電気通信事業分野における競争状況に関する調査」（様式第６）に基づき作成。
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ＮＴＴ東西
（フレッツＡＤＳＬ） 日本テレコム（ODN）

ＫＤＤＩ（DION）
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（OCN）
ニフティ（＠nifty）
ＮＥＣ（BIGLOBE）

など

ソフトバンクＢＢ
（Ｙａｈｏｏ！ＢＢ）

イー・アクセス、
アッカネットワークス

など インター
ネット

インター
ネット

アクセス回線サービス インターネット接続サービス
（ＩＳＰ事業者）

申込み
〔ISPは別途申込みが必要〕

申込み
〔アクセス回線は利用者が選択。

NTT東西を選択する場合は
別途申込みが必要〕

申込み

ＡＤＳＬサービスのイメージ
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平成１５年９月末のＮＴＴ東西のシェアは、約６割。ＮＴＴ西日本は、一年の間
に１０．１％から２８．８％へと約３倍に拡大。

ＦＴＴＨ契約回線数のシェア推移

27.1%

26.4%

28.9%

10.1%

20.9%

28.8%

15.2%

13.7%

12.2%

11.7%

13.1%

11.3%

35.9%

25.9%

18.9%

0% 50% 100%

平成１４年９月末

平成１５年３月末

平成１５年９月末

NTT東 その他有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾈｯﾄﾜｰｸｽ

電力系
事業者

NTT西

7（※）「平成１５年度の電気通信事業分野における競争状況に関する調査」（様式第７）に基づき作成。



集合住宅向けサービスメニューでは、複数の事業者が活発に競合。一方、光ファ
イバを引き込み提供しなければならない戸建て向けやビジネス向けは、ＮＴＴ東西
と電力系事業者がシェアのほとんどを占める。

ＦＴＴＨのサービスメニュー別契約回線数シェア

（※）「平成１５年度の電気通信事業分野における競争状況に関する調査」（様式第７）に基づき作成。

【集合住宅向け】 【戸建て・ビジネス向け】

NTT東西

23.8%

有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞ

ﾈｯﾄﾜｰｸｽ

23.7%

ｴﾌﾋﾞｯﾄ･ｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

15.2%

その他

37.2%

平成１５年９月末
３６万

ＮＴＴ東西

81.8%

その他

0.2%
有線ﾌﾞﾛｰﾄﾞ

ﾈｯﾄﾜｰｸｽ

2.4%電力系事

業者

15.5%

平成１５年９月末
５０万
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② インターネットとＡＤＳＬが相乗的に利用を拡大。

ＡＤＳＬ市場の競争状況の分析結果

１． 市場は、急拡大期から安定的な成長期に移行。

高度に寡占的だが、市場支配力が行使されている状況になく、市場の競争は有効
に機能。

③ 既存の電話加入者回線が利用したサービス提供地域の急拡大。

① ＡＤＳＬは、常時・高速のインターネット接続環境を実現。

④ 接続ルール下で、競争者もサービス提供地域を拡大。

⑤ 新技術導入による活発なサービス改善。

２． 都市部の減速を地方の成長が補完。

① 大都市ではＦＴＴＨが伸長してＡＤＳＬが鈍化。

② 地方ではＡＤＳＬがなおブロードバンドの主力。

③ 地方ではＡＤＳＬ事業者間の競争が活発化。
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ＦＴＴＨ市場の競争状況の分析結果

１．市場は拡大を始めているが、本格化はこれから。

集合住宅では事業者間の競争が活発。戸建て住宅は状況が異なる。ＮＴＴと電力
系事業者の競合関係、サービス提供地域の拡大、新規参入事業者の動向等を引き続
き注視。

２． ＦＴＴＨとアプリケーションの一体取引が今後拡大。

① 近畿で市場拡大が先行していたが、関東等でも今後拡大が見込める。

② 全国展開は不透明。

① ＦＴＴＨ上のＩＰ電話の利用拡大と現在の電話との関係を注視。

② 放送番組などの映像サービスの動向にも注目。

③ ＮＴＴ東西と電力系事業者の光ファイバへの依存は当分不変。
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③ 平成１５年度に実施した市場については、引き続きモニタリング。

① 「携帯電話」と「公衆無線ＬＡＮ」を新たに取り上げる。

② 「ＩＰ電話」を、ＦＴＴＨやＡＤＳＬのサービスとの関係に注目しながら取り上げる。

平成１６年度の分析対象

・「ＩＰ電話」を提供するＩＳＰの動向、システムインテグレータやベンダーとの関係、個人／法人利用
の展望等

・２Ｇ、３Ｇ、ＰＨＳ、公衆無線ＬＡＮ

・通話＋パケット通信サービス

・モバイルインターネット上のコンテンツ・アプリケーション・プラットフォーム＝隣接市場として分析

・加入電話の代替／非代替

・市場画定作業は、１６年度は行わない（隔年実施とし、次回は平成１７年度）

・ＡＤＳＬやＦＴＴＨについては、地方への波及に特に注目

11
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機
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ネットワークを使用

銅線又は
光ファイバー

接続料の水準
が論争に

中継事業者
のネットワーク

接続点

３．ＩＰ時代の競争

遠近格差の解消
（全国一律料金）

中継事業者の存在意義？
ビジネスモデルの変更が必要

ＮＴＴ局舎

銅線又は光ファイバー
ＩＰネットワーク

ルータ

ＮＴＴ局舎

ルータ

接続点

ルータ

ルータ

ルータ

ルータ

ルータ

光ファイバー・銅線を借り、ＮＴＴ局舎に設備
（ルータ等）を置いてネットワークを構築

アンバンドリングルール
コロケーションルール

が重要

ﾊﾟｿｺﾝ

電話

ﾃﾚﾋﾞ

ﾊﾟｿｺﾝ

電話

ﾃﾚﾋﾞ

交換機

競争形態の変化
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平成電電
(CHOKKA)

ＫＤＤＩ
（メタルプラス）

日本テレコム
（おとくライン）

ＮＴＴ東西
（参考）

３級局 １，５００円 １，７５０円

２級局 １，３５０円 １，６００円

１級局 １，３５０円

２，２００円

２，０５０円

１，４５０円

３級局 ２，３５０円 ２，６００円

２級局 ２，４５０円

１級局 ２，３００円

市内 ６．８円／３分 ８円／３分 ７．９円／３分 ８．５円／３分 ８．５円／３分

県内６０㎞ １０円／３分 ３０円／３分 ３０円／３分

県間100㎞以上 ２０円／３分 ６０円／３分
６０円／３分
(NTTコム中継)

主な割引料金

大口割引

（１００万円以上
から最大１０％）

プッシュホン無料

（ＮＴＴ東西は390円）

プッシュホン無料

（ＮＴＴ東西は390円）

月の利用で上位１局番５０％、
上位２局番４０％、
上位３～５局番３０％

大口割引

加入料 － － －
７２，０００円
(640円／月)

基本工事費 無料 詳細未定 －
9～11月に申し込んだ場合

無料
２，０００円

業務開始時期 15年7月開始 17年2月(予定) 16年12月(予定) －

１５円／３分（一律）
※事務用は全国
８円／３分

１４．９円／３分（一律）
※事務用は全国
７．９円／３分

通話料

(引き下げの
可能性あり)

２，５００円

一律

２，４００円

一律

事務用

１，６９０円

一律

１，５００円

一律
住宅用

基本料

ﾄﾞﾗｲｶｯﾊﾟに係る

接続料

NTT東：

1256+129=1385円

NTT西：

1318+135=1453円

日本テレコムとＫＤＤＩは、平成電電に続き、足回りにＮＴＴ東西のドライカッパを用いた固定電話サービスをそれぞれ開始

ＫＤＤＩは中継網部分を含めＩＰ化、日本テレコムはＩＰ化せず、新たな電話交換機を設置して提供

日本テレコムとＫＤＤＩの新サービスについて

※１ 日本ﾃﾚｺﾑの場合、上記料金とは別に初期工事費用の負担金として100円／月が５年間必要であり、それを考慮すると日本ﾃﾚｺﾑの基本料はNTT東西の基本料より
実質的に150円安くなる（住宅用１級局は実質同額）。

※２ KDDIも日本ﾃﾚｺﾑ同様、上記料金とは別に初期工事費用の負担金として100円／月が５年間必要であり、それを考慮するとKDDIの住宅用基本料はNTT東西の住
宅用２級局の基本料と同額

※３ 日本ﾃﾚｺﾑは通話料において二つの選択プランを設ける。また、9月～11月の間に申込んだ者に対し指定した３電話番号(OABJ)の通話料を１年間無料とする。

別に初期工事費
100円要※２

別に初期工事費
100円要※１
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